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１ 研究事業の背景

地球温暖化防止や循環型社会の形成の必要性が叫ばれる中で、持続可能な天然資源で

ある木材の建設部門での利用拡大に期待が集まっている。近年それに加え、これまで国

産木材消費の担い手であった戸建住宅の着工数の減少から、今後の木材利用を公共施設

や商業施設など非戸建住宅用途の建設において促進させる必要性も説かれるようにな

ってきた。「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」の施行はこの動向

を受けた先駆的法案であり、今後国内において非住宅木造の開発が進むことが確実視さ

れている。

しかし、木造建築の用途拡大に

おいては、まず非戸建用途を受

け入れるに足る高水準な構造性

能、居住性能を、妥当な施工コ

ストで実現することが急務であ

る。これまでどおりの戸建住宅

に照準を合わせた諸性能設計と、

一般製材に代表される部材生産

方式では、用途拡大の際に不可

避となる非木造建築との比較に

おいて十分な競争力を確保する

ことは難しい。

本研究事業では、非住宅木造建

築の先進地であるヨーロッパに

おいて中層集合住宅や様々な公

共建築に応用され普及している

マッシブホルツパネルの利用技

術（図１．１、１．２）を参考

にして、非戸建用途へ対応した

機能性、施工性を備える大型の

国産材パネル開発を試みる。マ

ッシブホルツ（以下、積層パネ

ルとする）とは、並級品以下の

挽板を何層も積層して製造され 図

図
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１．２ KLH 社によるクロスラミナパネルによる施工

１．１ クロスラミナパネルの加工（KLH 社にて撮影）
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る厚手の大型構造用パネルであり、これにより壁や床・屋根を面構造として構成する。

柱・梁といったスケルトン部材に比較し大量の木材を利用するため、今後の国産材活用

の有効な方法として期待できるものである。

しかしながら、国産スギ材の機械的性能は欧州産針葉樹に比して著しく低いことを考え

れば、将来的に国内参入が予想される欧州製の積層パネルであるクロスラミナパネルに

対して国産積層パネルは不利な状況にある。そのため、本研究前半においては、国産ス

ギ材を用いながらも欧州製パネルに対して十分に競争力のある独自の積層パネルのあ

り方を模索し試作を行う。

後半においては、試作されたパネルの建築物への有効な応用方法を検討する。積層パネ

ルは、載荷能力、施工性に優れた面構造部材としての性能はもちろん、厚手であること

から、断熱・遮音性も同時に期待できるものである。同パネルの応用に際しては、①構

造耐力②耐火性能③遮音性能④断熱性能⑤耐久性などを、多岐的に確認する必要が考え

られるが、本研究事業は、断熱、耐火性や耐久性など被覆類の設計により性能の確保が

見込まれるものは除外し、パネル自体の特質に直接由来する①構造耐力と③遮音性能に

ついての知見を得ることで、来る非住宅木造実現のための技術的貢献とするものである。
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２ 研究事業の目的

本研究事業は、以下の２点を目的とする研究である。

「国産スギ材による積層パネル断面の効率化」

「同積層パネルの非戸建住宅用床への応用方法の確立」

３ 研究事業の方法

上記の目的は、次にあげる研究方法で具体的に達成される。

① 国産材を有効利用した実大積層パネルの試作（本報告書４章に対応）

機械的性能の低い国産スギを用いながらも、欧州製の積層パネルであるクロス

ラミナパネルに対し、十分な競争力を備えた独自の積層パネルを提案する。

また、これらの試作を通して、適正寸法と製造上の問題点を確認する。

試作体の一部は、建築・建材展 2011（東京ビックサイト）にて展示し、積層

パネルの一般認知に努める。

実施期間：２３年２月上旬

公開展示：２３年３月８日～１１日

実施担当：山佐木材株式会社、法政大学デザイン工学部建築学科・網野禎昭

② 床用積層パネルの曲げ破壊試験（本報告書５章に対応）

前項①で提案された積層パネルに対して曲げ破壊試験により曲げ性能を明ら

かにし、異なる積層方法の効果を評価する。あるいは積層方法の改善点を特定

する。

実施期間：２３年４月２７日、２８日、７月２２日

実施担当：山佐木材株式会社、鹿児島県工業技術センター

③ 積層パネルを応用した複合床の衝撃音遮断性能の検証（本報告書６章に対応）

前項①で試作された複層床を用いた集合住宅を想定した簡易な実大モデルを
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建設する。上階からの床衝撃音の遮断性を測定し、設計上の遮音仕様の効果を

実際に検証する。あるいは床仕様の改善点を特定する。

本研究が積層パネルの実用化研究として国内での先駆けとなることから、実大

モデルには、遮音性計測だけではなく施工実験としての意義も持たせ、実際の

集合住宅を想定した外壁、界壁の構法を施工する。

本実験は一部公開実験とし、積層パネルとその応用可能性の一般認知に努め

る。

実施期間：２３年７月１日～８日

公開実験：２３年７月７日

実施担当：山佐木材株式会社、大分大学工学部建築環境工学／建築音響研究室、

法政大学デザイン工学部建築学科建築構法研究室
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４ 国産材を有効利用した実大積層パネルの試作

クロスラミナパネルを始めとする積層パネルの日本での展開はこれからであるが、山林

に蓄積する一方の木材資源を有効に活用する方法として、国産材による積層パネルの開

発は十分に考えられる。特に、杉材に顕著なように機械的性質の低い国産材の利用には

期待が寄せられる。

ただし、ヨーロッパで積層パネルに利用されるラミナは並級品とは言え、そのヤング係

数は 11000 N/mm2に達する。これに対して国内の現状では 5000～6000 N/mm2程度の杉材

の消費が望まれており、そのヤング係数は欧州製品の半分程度である。近い将来考えら

れる国内での積層パネルの解禁に伴い、ヨーロッパや北米で大量生産されているクロス

ラミナパネルの流入が考えられる。これに対し、欧米製品と同様な方法で国産材クロス

ラミナパネルを生産した場合、使用ラミナの性能の差から不利な競争を強いられること

は想像に難くない。ヤング係数が半分程度の国産材を用いたとしても、輸入パネルに対

する十分な競争力を持った積層方法の開発が必要とされる。

そこで、本章ではパネルを架構方向が強軸方向のみに限定された床用として、ほとんど

のラミナを同一方向に並置して積層する方法を提案する。同量のラミナを積層したとし

ても、直交層のない分、パネルの構造性能を上げることが可能となる。また、面内せん

断抵抗を確保する上で直交層が不可欠な場合においても、既存クロスラミナパネルのよ

うに平行層と直交層が交互に繰り返すのではなく、平行層をパネルの外面部分に、直交

層を中立軸周辺に集中して配することにより、より経済的に断面性能を向上させること

も考えられる。



7

４．１ 積層パネルの種類

提案する積層パネルの種類は以下の通りである。

スタックラミナパネル（図４．１、図４．２）

小端立てて積層したラミナを接着したもの。呼称は、積み上げることを意味する Stack

（英）に由来する。

従来の集成材の製造工程と同一であることから、新たな製造ラインの設置が不要であ

る。そのため、試作上の合理的な最大製造寸法は山佐木材株式会社所有の集成材圧締プ

レスの最大寸法に従い８００㎜×１２ｍ。

試作で用いた接着剤はレゾルシノールであるが、スタックラミナパネルは、曲げ変形を

受ける場合でも接着層にせん断力が働かないため、接着の良否がパネルの性能に大きく

影響せず、接着剤の選択肢は広いと思われる。

ラミナ幅の広狭がコストを左右することからパネル厚に制限があり、そのため床として

用いる場合は比較的の短い構造スパンに適する。

図４．１ スタックラミナパネルの構成
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図４．２ スタックラミナパネルの部分試作品
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パラレルラミナパネル（図４．３、図４．４）

ラミナを幅矧ぎ接着した面材を積層接着したパネル。積層時には幅矧ぎ目地が上下層で

ずれるように配置する。

スタックラミナパネル同様、全ラミナが強軸に平行で直交層がないため、クロスラミナ

パネルのように積層数が奇数に限定されず、偶数層も可能である。そのため、断面厚の

自由度も高い。

積層接着面にせん断力による滑りのないことが実験により確認されれば、強軸断面をす

べて有効断面と評価できる。

試作上合理的な最大寸法は、山佐木材所有の幅矧ぎプレス寸法により９５０㎜×６ｍ。

図４．３ パラレルラミナパネルの構成
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図４．４ パラレルラミナパネルの部分試作品

図４．５ 幅矧工程
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図４．６ 接着剤の塗布工程
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クロスコアパネル（図４．７、図４．８）

上記のパラレルラミナパネルの中立軸近傍にのみ直交層を挿入して、面内せん断力の強

化を狙ったパネル。強軸方向のラミナが曲げ断面の外縁に集中的に配置されるため、ク

ロスラミナパネルに比べ有効断面率は高い。面内せん断力の評価は次期研究に委ね、本

研究では曲げ性能のみを評価する。

試作品の最大寸法は、パラレルラミナパネル同様９５０㎜×６ｍ。

図４．７ クロスコアパネルの構成
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図４．８ クロスコアパネルの部分試作品

（写真中ではデュアルクロスラミナと記載）
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中空パネル（図４．９、図４．１０）

曲げを受ける床板としてパネルを利用した場合、中立軸近傍の断面が負担する応力は低

い。応力負担の少ない部分を中空とした場合でも断面性能の低下は大きくないと予想さ

れる。そこで、パネル製造に要する木材量を減じる目的から、２枚のパラレルラミナパ

ネルの間に製材品のリブを挟んで接着した中空パネルを試作した。試作品では、上下層

に幅９００㎜程度のパラレルラミナパネルを利用し、その間にリブを２本あるいは３本

配置した。

中空部分にあらかじめ断熱材や砂利を充填するなどして、断熱性や遮音性を高めたパネ

ルの製造を計画している。

図４．９ 中空パネルの構成
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図４．１０ 中空パネルの試作品（リブを 2 本入れた曲げ試験体の破壊時）

図４．１１ リブを 3本入れた中空パネルの積層圧締工程
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クロスラミナパネル（図４．１２、４．１３）

本研究で独自に提案する上記の４種類と比較する目的から、ヨーロッパで生産されてい

るクロスラミナパネル同様の断面を国産スギ材により試作した。

図４．１２ クロスラミナパネルの構成
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図４．１３ クロスラミナパネルの部分試作品
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４．２ 曲げ剛性の比較

集成材の曲げヤング係数の推定に広く用いられる等価断面法により、上記パネルの曲げ

剛性を比較する。推定計算にあたっては、ラミナは国産スギ材を想定した L５０とし、

ラミナ間の接着面に滑りは生じないものとした。繊維直交方向のヤング係数は、繊維方

向のヤング係数の１／２０と仮定した。

厚２７ｍｍ×幅１５０ｍｍのラミナの利用を予定したため、パネルの厚みは、スタック

ラミナパネルについては１５０ｍｍ、他のパネルについては６層の１６２㎜、あるいは

７層の１８９㎜とした。推定計算に用いた等価断面を図４．１４に示す。同図の左側に

各パネルの単位断面（１ｍ幅）を、その右側にヤング係数を L５０とした等価断面を載

せる。

図４．１４ 曲げ剛性の比較をしたパネル断面とその等価断面
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等分布荷重を受ける一般的な床への応用を念頭に、最大曲げたわみ量が床スパンのおよ

そ１／３００となる際の曲げ荷重を求め、スパン―床荷重の関係として下図４．１５に

示す。

図４．１５ たわみ制限を受ける積層パネルの床荷重

同厚のパネルであれば、直交層の少ないパネルの曲げ剛性の方が高いことは自明であ

る。

また、パラレルラミナパネル、クロスコアパネル、中空パネルにおいては、中立軸近傍

の材の有無による曲げ剛性への影響が少ないことから、ほぼ同程度の結果を示している。
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５ 床用積層パネルの曲げ破壊試験

前章で提案された積層パネルに対する曲げ試験を行い、床板としての載荷性能を評価す

る。また、等価断面法による曲げ剛性の推定計算結果と実験値を対比し、同推定方法の

適否を検証する。

５．１ 試験方法

下表５．１に示す試験体に対し、(財)日本建築総合試験所による床試験方法に準拠した

方法で 4等分点 2 線荷重を載荷する(図５．１)。載荷経路は、4 サイクルの片振り載荷

の後、5サイクル目で破壊までの単調漸増載荷を行う。片振り載荷の上限値は、各々25kN、

50kN、75kN、100kN とする。

変位量の検出は、支点、載荷点、試験体中央点で行い、左記箇所において床板の左右縁

の各１点の合計１０点の変位を計測する。ラミナの平均ヤング係数は事前のグレーディ

ングにより L60 と測定された(図５．２)。試験体数は各種３体ずつとする。中空パネル

に関しては、パネル幅 935 ㎜に対してリブを 2本配置するもの（R-3A）と、3 本配置す

るもの（R-3B）を用意し、リブ本数の影響も観察する。

図５．１ 試験体の配置方法
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表５．１ 試験体リスト

番号 試験体名称

ラミナの

平均ヤン

グ係数

ラミナ厚

(mm)

積層

数

厚み

(mm)

幅

(mm)

材長

(m)

材積

(m3)

1

2S-1

3

ｽﾀｯｸﾗﾐﾅﾊﾟﾈﾙ L60 27 150 800 4 0.48

1

2CC-2

3

ｸﾛｽｺｱﾊﾟﾈﾙ L60 27 6 162 935 5 0.76

1

2R-3A

3

中空ﾊﾟﾈﾙ

リブ 2本
L60 27

上層 2

下層 2
162 935 5 0.50

1

2R-3B

3

中空ﾊﾟﾈﾙ

リブ 3本
L60 27

上層 2

下層 2
162 935 5 0.50

1

2P-4

3

ﾊﾟﾗﾚﾙﾗﾐﾅﾊﾟﾈﾙ L60 27 6 162 935 5 0.76

1

2C-5

3

ｸﾛｽﾗﾐﾅﾊﾟﾈﾙ L60 27 7 189 935 6 1.07
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図５．２ ラミナのグレーディング結果

図５．３ 試験体の設置状態（鹿児島県工業技術センター内）
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５．２ 結果

各試験体の荷重‐変位曲線を採録する。

図５．４ スタックラミナパネルの曲げ荷重‐変位曲線

（上:S-1-1 中:S-1-2 下:S-1-3）
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図５．５ クロスコアパネルの曲げ荷重‐変位曲線

（上:CC-2-1 中:CC-2-2 下:CC-2-3）
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図５．６ 中空パネル（リブ 2 本）の曲げ荷重‐変位曲線

（上:R-3A-1 中:R-3A-2 下:R-3A-3）
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図５．７ 中空パネル（リブ３本）の曲げ荷重‐変位曲線

（上:R-3B-1 中:R-3B-2 下:R-3B-3）
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図５．８ パラレルラミナパネルの曲げ荷重‐変位曲線

（上:P-4-1 中:P-4-2 下:R-4-3）
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図５．９ クロスラミナパネルの曲げ荷重‐変位曲線

（上:C-5-1 中:C-5-2 下:C-5-3）
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載荷試験結果から各試験体の曲げヤング係数、曲げ強さを算定し下表５．２に示す。

表５．２ 積層パネルの曲げ試験結果

0.1Pmax 0.4Pmax

番号

曲げヤング

係数

（全スパン）

Eb（kN/mm2）

曲げ強さ

σb（N/mm2）

曲げ破壊荷

重

Ｐmax（kN）

単位面積当

たりの曲げ

破壊荷重

Ｐm（kN）

荷重

(kN)

変位

(mm)

荷重

(kN)

変位

(mm)

1 6.75 25.9 155.2 48.5 16.10 9.87 61.56 37.32

2 6.82 24.8 149.0 46.5 15.29 9.68 59.56 36.12S-1

3 7.35 27.7 166.3 52.0 16.95 10.64 66.16 37.93

平均 6.97 26.1

1 5.82 27.2 177.7 38.0 17.97 15.54 70.84 64.68

2 6.38 28.2 184.4 39.4 18.50 15.51 73.18 61.84CC-2

3 6.66 22.6 147.6 31.6 14.83 12.24 58.77 47.90

平均 6.29 26.0

1 6.20 10.0 65.7 14.1 7.10 5.87 25.90 22.26

2 6.03 11.7 76.6 16.4 8.13 7.23 30.33 27.13R-3A

3 6.11 10.2 66.9 14.3 6.92 6.30 26.68 23.76

平均 6.11 10.6

1 5.37 27.0 176.8 37.8 17.96 16.95 70.36 69.67

2 6.24 26.4 172.7 36.9 17.39 16.06 68.64 60.44R-3B

3 5.77 26.2 171.7 36.7 17.17 17.31 68.39 65.29

平均 5.79 26.5

P-4 1 6.60 27.5 179.9 38.5 18.39 14.66 71.91 58.50
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2 6.56 29.5 193.0 41.3 19.35 18.78 76.99 66.27

3 6.99 30.0 196.5 42.0 20.25 15.86 78.59 60.99

平均 6.71 29.0

1 4.84 16.7 124.3 22.2 12.53 14.25 49.32 58.93

2 4.71 20.0 148.5 26.5 14.90 17.55 59.14 72.73C-5

3 4.61 17.6 130.3 23.2 13.03 14.94 51.69 64.29

平均 4.72 18.1

各試験体の破壊状態を下図５．１０～図５．１５に採録する。

図５．１０ スタックラミナパネルの破壊状態
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図５．１１ クロスコアパネルの破壊状態

図５．１２ 中空パネル（リブ 2本）の破壊状態
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図５．１３ 中空パネル（リブ 3本）の破壊状態

図５．１４ パラレルラミナパネルの破壊状態
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図５．１５ クロスラミナパネルの破壊状態

曲げ強さ

スタックラミナパネル、パラレルラミナパネルの破壊に関しては、直交層がないことか

ら、通常の集成材と同様に、一般的な曲げ破壊の様態から大きく異なることはなかった。

曲げ強さの平均値はそれぞれ 26.1N/mm2、29N/mm2。

直交層を中央部に限定して配したクロスコアパネルの場合も同様に一般的な曲げ破壊

の様態を示した。曲げ強さの平均値は 26N/mm2。

中空パネル（リブ 2本）に関しては、スパン中央部の曲げ破壊に先んじてパネルの縦割

れが観察された。このため、他のパネルにくらべ著しく低い曲げ強さ（平均値 10.6N/mm2）

を記録した。

中空パネル（リブ 3本）では、上記の中空パネル（リブ 2 本）同様に若干の縦割れが認

められたものの、その影響は少なく、スパン中央部の曲げ破壊により、スタックラミナ

パネルやクロスコアパネルと同様の曲げ強さ 26.5N/mm2を記録した。

クロスラミナパネルは直交層が多いため、最下層ラミナの破壊が全断面に一気に拡大す

る様態が観察された。曲げ強さの平均値は 18.1N/mm2であり、他パネルに比べ低めであ

った。
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ヤング係数

ヤング係数に関しては、直交層のないスタックラミナパネルとパラレルラミナパネルで

それぞれ 6.97kN/mm2、6.71kN/mm2であり、使用ラミナのヤング係数 L60 と対応する。

クロスコアパネル、中空パネル（リブ 2本）の場合も、直交層と中空ボイドの影響はほ

とんどみられず、共にヤング係数は 6kN/mm2を超えた。

一方、中空パネル（リブ 3 本）のヤング係数は 5.79kN/mm2と低く計測された。同パネ

ルは、追加試験として他のパネルに 3 か月遅れて製造・試験されたため、その際ラミナ

をヤング係数の低いロットから採取したものと思われる。

クロスラミナパネルについては直交層の影響が大きく、ヤング係数は 4.72kN/mm2 とさ

れた。この数値は、パネル外径の断面二次モーメント Iappとラミナのヤング係数 E//に対

する等価断面の断面二次モーメント Ieqの比から得られる見かけのヤング係数の理論値

とほぼ同等である（式５．１、表５．３）。

E// Ieq = Eapp Iapp 式５．１

欧州製クロスラミナパネルは、EN 規格での C24 等級のラミナを使用しており、その平

均ヤング係数は 110 kN/mm2 に相当する。これを式５．１の関係を用いて見かけのヤン

グ係数に換算すると 80 kN/mm2となり、L80 を用いたスタックラミナパネル、パラレル

ラミナパネル、クロスコアラミナパネルが同等の曲げ剛性を有することになる。
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表５．３ 見かけのヤング係数の理論値と実験値の対比

試験体名称

試験体外径（mm）

外形の断面

二次モーメ

ント

Iapp(cm
4)

等価断面の

断面二次モ

ーメント

Ieq(cm
4)

ラミナのヤ

ング係数

E//(kN/mm
2)

見かけのヤ

ング係数（理

論値）

Eapp(kN/mm
2)

見かけのヤ

ング係数（実

験値）

Eb(kN/mm
2)

ｽﾀｯｸﾗﾐﾅﾊﾟﾈﾙ

150/800
22500 22500 6.71 6.71 6.97

ｸﾛｽｺｱﾊﾟﾈﾙ

162/935
33127 31961 6.71 6.48 6.29

中空ﾊﾟﾈﾙ（ﾘﾌﾞ 2 枚）

162/935
33127 32136 6.71 6.51 6.11

中空ﾊﾟﾈﾙ（ﾘﾌﾞ 3 枚）

162/935
33127 32254 6.00 5.82 5.79

ﾊﾟﾗﾚﾙﾗﾐﾅﾊﾟﾈﾙ

162/935
33127 33127 6.71 6.71 6.71

ｸﾛｽﾗﾐﾅﾊﾟﾈﾙ

189/935
52604 38180 6.71 4.87 4.72

ラミナのヤング係数はパラレルラミナパネルのヤング係数 6.71 kN/mm2として計算

追加試験した中空パネル（リブ 3枚）のみラミナのヤング係数を 6.00kN/mm2として計算
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６ 積層パネルを応用した複合床の衝撃音遮断性能の検証

積層パネルは、同厚であれば一般的な根太床に比べ曲げ性能に優れている。そのため、

戸建戸建住宅のみならず、集合住宅やオフィスなど非戸建住宅用途への応用も考えられ

るが、積層パネルを戸建住宅以外の床板へ応用するためには、軽量な木造建築において

もっとも困難とされる床衝撃音を低減することが必須である。

本章では、オーストリアで開発された木造建築設計データベース“DATAHOLZ”を参考に

して積層パネルを用いた実験棟を建設し、これに対して床衝撃音遮断性能測定を行うこ

とにより、床板構法の開発を進めるものである。

６．１ データベース“DATAHOLZ による参考床断面

集合住宅、オフィスや様々な公共建築物を木造で実現してきたオーストリアでは、木造

建築の普及を目指して、オーストリア木材研究所（Holzforschung Austria）とオース

トリア木材工業協会（proHolz Austria）が中心となり、DATAHOLZ を開発、運営してい

る。断熱・遮音・耐火性能の要求値の入力により、部位ごとに適切な構法が提示される

設計支援型のデータベースである。DATAHOLZ の特徴として、使用材料に自然素材や入

手性の高い基本資材を活用している点があげられる。遮音床の例をとってみても、浮き

床システムなどの工業化された既製品は用いられず、後述する砂利やセメントなど、地

域や産業構造に関わらず用いられる素材で床の構成が成り立っている。今後国内の様々

な地域での木造建築の用途拡大を狙う上で、このような基本資材による建築性能の確保

は重要と思われる。

本研究では、日本建築学会による集合住宅の許容基準以上を満足するものとして、軽量

床衝撃音レベルの目標値を LL45～50 程度とする。同基準では、重量床衝撃音レベルも

LH50～55 が要求されているが、ヨーロッパ各国では日本と異なり重量床衝撃音（LH）

に対する遮音基準がないため、DATAHOLZ 使用上は軽量床衝撃音レベルのみを項目 Ln,m

で選択入力することより参考床断面を得る。

表６．１ 日本建築学会による遮音性能基準

建築物 室用途 部位 特級

（学会特別仕様）

1級

（学会推奨等級）

2級

（学会許容等級）

3級

集合住宅 居室 隣戸間界床 LL-40

LH-45

LL-45

LH-50

LL-50

LH-55

LL-55

LH-60

戸建住宅 居室 同一住戸内 LL-45

LH-50

LL-55

LH-60

LL-65

LH-70

LL-70

LH-75

http://www.holzforschung.at/
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下図６．１は DATAHOLZ の入力画面、図６．２、図６．３は Ln,m45～50dB の入力結果を

満たすそれぞれ湿式と乾式の床構法の例である。

図６．１ DATAHOLZ 入力画面
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図６．２ 入力値 Ln,m45～50dB に対する DATAHOLZ 出力画面（湿式構法）
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図６．２にあげる出力結果を概訳すると、上面から下面にむかって次のような床断面構

成となる。

モルタル 厚 50 ㎜ 比重 2000kg/m³

プラスティック分離シート

グラスウール系緩衝材 厚 30 ㎜ 比重 68kg/m³

保護シート

砂利 厚 50 ㎜ 比重 1800kg/m³

積層パネル 厚 134 ㎜ 比重 500kg/m³

天井下地組 厚 70 ㎜（ﾊﾞﾈｸﾘｯﾌﾟ 20 ㎜＋ｽﾌﾟﾙｰｽ野縁 40×50 ㎜）

グラスウール 0.0040 厚 50 ㎜ 比重 16kg/m³（天井配線層を兼ねる）

プラスターボード 厚 12.5 ㎜ 比重 800kg/m³

上記の積層パネルは L100 のラミナを積層したもので、その厚みはスパン 5m に対するも

のとして決められている。
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図６．３ 入力値 Ln,m45～50dB に対する DATAHOLZ 出力画面（乾式構法）
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図６．３にあげる出力結果を概訳すると、上面から下面にむかって次のような床断面構

成となる。

セメントボード 厚 25 ㎜ 比重 900kg/m³

グラスウール系緩衝材 厚 30 ㎜ 比重 68kg/m³

砂利 厚 40 ㎜ 比重 1800kg/m³

保護シート

OSB 厚 18 ㎜ 比重 650kg/m³

製材床根太@400 80×220 ㎜ 比重 500kg/m³

グラスウール 0.0040 厚 100 ㎜ 比重 16kg/m³

スプルース板@400 24×100 ㎜㎜ （グラスウール受け）

防振野縁 厚 27 ㎜

プラスターボード 厚 12.5 ㎜ 比重 800kg/m³

根太床である点で、本研究の対象と異なっているが、参考詳細としては有用と考えて掲

載した。Dataholz での乾式構法床板の例に積層パネルはなく全て根太床板である。

根太の寸法と間隔は、構造用製材を用いたスパン 5m の床を想定して算出されたもので

ある。

グラスウール 100 ㎜を支える簀子状のスプルース板は天井面材であるプラスターボー

ドとの接触はない。
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６．２ 実験方法

６．２．１ 試験体

床断面の種類

上記床断面を参考にし、日本国内で入手可能な建築材料を用いて床衝撃音遮断性能測定

用に４種類の床断面 A、B、B´、C を設計し試験に供する（図６．４）。

図６．４ 床衝撃音遮断性能測定用の床断面
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各床断面の仕様は以下の通りとする。

無仕上床（A）はパラレルラミナパネルのみの床板とし、遮音用の工夫を講じた他の床

断面との比較に用いる。

乾式床（B、B´）はともに乾式構法による床断面であり、パラレルラミナパネル 135 ㎜

上に、砂利層 50 ㎜と緩衝材 25 ㎜を敷設し、その上に B では ALC パネル、B´では木毛

セメント板を敷設する。Dataholz 上で 50 ㎜となっている緩衝材については、湿式構法

との比較のため、両構法とも同厚の 25 ㎜とする。

湿式構法に比較して遮音性能は劣ると思われるが、施工性の観点から乾式構法の追及は

重要と思われる。Dataholz 参考図では根太床の上に、このような乾式構法がとられて

いるが、積層パネルの実用を目的とする本研究では、根太床に替わりパラレルラミナパ

ネル上に諸層を敷設するものとする。

湿式床（C）は湿式構法による床とした。他の床同様のパラレルラミナパネル 135 ㎜上

に、砂利層 50 ㎜と緩衝材 25 ㎜を敷設した上、モルタルを 50 ㎜打設する。

Dataholz よると、積層パネルの下部に配線層を兼ねた 50 ㎜のグラスウール層とプラス

ターボードによる天井が設けられているが、建築設計上、積層パネルの木材面を現して

使用する可能性や、天井面材の多様性も考慮に入れ、本実験では敢えて天井を設けない

形での計測を行うこととした。他、各層を構成する材料に関しては、前項の Dataholz

参考図中に記載された材料と同一ではないが、同等の比重を持つ物を選んだ。

4 タイプに共通するパラレルラミナパネルの厚みは、後述する試験体の床スパンが 2700

㎜であることから、両端を単純支持された長さ 2700 ㎜の同パネルが床上の固定荷重と

設計用積載荷重を保持した際に、その最大曲げ変形がスパンの 1/300 を限度とするよう

に決められたものである。

試験体の構造

これら異なる仕様の床断面の衝撃音遮断性能を計測する目的で、図６．５、図６．６の

ように、およそ 6畳間に相当する大きさの受音室を隣り合わせで３棟建設し、その上階

床を上記 A、B、 B´、Cの断面とした。中央の棟を A 棟として無仕上床 Aを、その左右

の２棟をそれぞれ B 棟、C 棟とし、C 棟では湿式床 C を敷設した。B 棟に関しては、床

表層の ALC と木毛セメント板を入れ替えることができるため、Bと B´の２種類の床を

計測するものとした。
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図６．５ 床衝撃音遮断性能測定試験 試験体断面図
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図６．６ 床衝撃音遮断性能測定試験 試験体伏せ図
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通常の床衝撃音遮断性能測定試験では、床上で発生させる衝撃音が受音室の側壁から回

り込み測定結果に影響することを避けるため、衝撃音の発生空間と受音室を鉄筋コンク

リート製の界壁などをもって理想的に隔てる必要がある。

一方、当研究は本邦初の積層パネルの応用研究という立場から、受音室を含めた試験体

を集合住宅など建物の一部と見立てた公開施工実験としての意味合いを持たせている。

そのため、壁や界壁を実験室としての仕様ではなく、実際想定される建物の仕様に近い

形で施工し、その条件下での衝撃音遮断性能を比較するものとした。

より実際の建築に近い条件であるならば、衝撃音を発生する上部空間も壁や天井で閉ざ

されるべきであるが、なるべく多くの種類の床仕様を試す必要から、施工性の良い開放

空間とした。本実験では４種類の床仕様を試験したが、随時様々な床仕様の比較試験を

行う予定である。その結果良好な床仕様に関して、より精緻な実験を後日計画する。

以下、試験体の施工過程を採録する。

図６．７ 積層パネルによる壁体と界壁遮音層の施工
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図６．８ 試験体上部での遮音層の施工（砂利敷設）

図６．９ 試験体上部での遮音層の施工（モルタル養生）
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図６．１０ 試験体前景

図６．１０ 外壁仕上げを想定した試験体端部
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６．２．２ 計測方法

測定対象

図６．４に挙げる４種の床を対象とした。ただし、B 棟の木毛板を表面とした場合（B

´）は、重量床衝撃源はタイヤのみとした。また，B および C 棟では表面材の破損を防

ぐため表面に合板を敷設した。

各受音室の容積：21.8 m3

測定方法及び装置

JIS A 1418-1「建築物の床衝撃音遮断性能の測定方法—第１部：標準軽量衝撃源による

方法」および JIS A 1418-2「建築物の床衝撃音遮断性能の測定方法—第 2部：標準重量

衝撃源による方法」に基づき床衝撃音遮断性能を測定した。

具体的には，各測定条件において，以下の手順で測定を実施した。

1) 受音室で暗騒音を測定

2) 測定対象床のある位置で衝撃音を発生

3) 各受音点（５点）で、軽量衝撃源に対しては等価音圧レベル（6秒以上）を，重量

衝撃源に対しては最大音圧レベル（時間重み特性：Fast）をそれぞれ測定。普通

騒音計によるオクターブバンド測定とする。軽量衝撃源の場合は 125、25、500、

1000、2000Hz を、重量衝撃源の場合は 63、125、250、500 Hz を対象周波数とす

る。

4) 測定値と暗騒音の差が 6dB 以上 15dB 未満の場合、測定値を補正する。（6dB 未満の

場合は、参考値として記録する）

5) 各音源位置に対して，2）〜3）を繰り返す

6) 以上の結果をもとに床衝撃音レベルを算出

測定装置はタッピングマシン（B&K 3204）、バングマシン（RION Fl-02）、ゴムボール

（RION Yl-01）、普通騒音計（RION NL-22）を用いた。

建物の構造および測定条件

図６．５、図６．６に建物の構造を示す。上階は壁および天井が無い。

図６．１１に測定概略図を示す。加振点は床中央付近を含む３点を床平面内で均等に分

布するよう設置、測定点は高さ 0.9m から 1.3m で互いに 70cm 以上離れた５点を空間的

に均等に分布するよう設置した。
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図６．１１ 測定概略図

図６．１２ タッピングマシンによる衝撃音の発生
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図６．１３ バングマシンによる衝撃音の発生

図６．１４ ゴムボールによる衝撃音の発生
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６．３ 結果

測定結果

各測定対象で音源毎の測定値を等級曲線により評価し、得られた遮音等級を表６．２に

示す。CLT 床板のみの A棟に対し、B、C棟に施された対策により、軽量床衝撃音が改善

している。一方、重量床衝撃音に対しては、C 棟で改善効果が認められるものの、B 棟

では A 棟と同じ遮音等級となった。とくに 63Hz 周波数域における衝撃音レベルが目立

って大きくなる結果となり、遮音等級としては、改善効果が低かった。

表６．２ 遮音等級

音源

軽量 重量（タイヤ） 重量（ゴムボー

ル）

A Lr-80 以上 Lr-75 Lr-80

B Lr-60 Lr-75 Lr-75

B´ Lr-60 Lr-75 —

C Lr-60 Lr-65 Lr-65

周波数毎の測定値および等級曲線との比較を表６．３〜表６．５および図６．１５〜図

６．１７に示している。重量床衝撃音に対し、B棟は ALC 板、木毛板のいずれを用いた

場合も 125 Hz 以上では A 棟より改善しているものの、今回の測定で遮音等級の決定周

波数となっている 63 Hz で A 棟より悪化している。

表６．３ 床衝撃音レベル（軽量）

床衝撃音レベル（軽量）, Li (dB)
室

125 Hz 250 Hz 500 Hz 1000 Hz 2000 Hz

A 88.1 91.3 92.1 90.5 82.6

B 71.6 63.7 59.1 51.8 41.7

B´ 70.9 63.8 54.6 47.2 36.4

C 67.3 64.4 59.6 52.7 42.6
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表６．４ 床衝撃音レベル（重量、バングマシン）

床衝撃音レベル（重量）, Li,Fmax(dB)
室

63 Hz 125 Hz 250 Hz 500 Hz

A 93.6 85.6 76.1 69.6

B 96.8 79.9 64.2 55.9

B´ 96.5 79.2 62.6 55.8

C 88.0 67.6 56.8 52.4

表６．５ 床衝撃音レベル（重量、ゴムボール）

床衝撃音レベル（重量）, Li,Fmax(dB)
室

63 Hz 125 Hz 250 Hz 500 Hz

A 92.9 89.5 83.5 74.7

B 94.5 75.2 59.5 51.0

C 85.2 67.1 60.1 55.4
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図６．１５ 軽量床衝撃音レベル測定結果
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図６．１６ 重量床衝撃音（バングマシン）レベル測定結果
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図６．１７ 重量床衝撃音（ゴムボール）レベル測定結果
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軽量床衝撃音に対する空気伝搬音予測結果

以下の手順で軽量床衝撃音に対する空気伝搬音を予測した。

1) 受音室で暗騒音を測定

2) 床衝撃音遮断性能測定の衝撃音発生予定位置でスピーカからピンクノイズを発生

3) スピーカから 1 m 程度離れた 2 点で等価音圧レベル（6 秒以上）を測定。普通騒音

計によるオクターブバンド測定とし、対象周波数は 125、250、500、1000、2000Hz。

4) 受音室内の複数点（3 点程度）で等価音圧レベル（6 秒以上）を測定。普通騒音計

によるオクターブバンド測定とし、対象周波数は 125、250、500、1000、2000Hz、

5) 3)と 4)の音圧レベル差を空気伝搬音の遮断性能と仮定。

6) 各測定対象床で軽量床衝撃音に対し、床の打撃位置から 1m程度離れた 2点で等価

音圧レベル（6 秒以上）を測定。普通騒音計によるオクターブバンド測定とし、

対象周波数は 125、250、500、1000、2000Hz。

7) 5)と 6)の音圧レベル差を空気伝搬音の音圧レベルと仮定。

予測結果を表６．６に示す。表６．３の床衝撃音レベル（軽量）と比較し、A 棟では測

定値と空気伝搬音予測値との間に十分な差が認められるものの、B および C 棟では 250

Hz で 10 dB 程度、500 および 1000 Hz は測定値と空気伝搬音予測値の差が 0〜6 dB 未満

となった。暗騒音と同様の取り扱いを行うと、250 Hz では 0.5 dB 未満の補正、500 Hz

以上は「参考値」となる。今回の B、C 棟の 500 Hz 以上の測定値については、空気伝搬

音の影響が大きい測定値と考える必要がある。

表６．６ 空気伝搬音予測レベル（軽量）

空気伝搬音予測レベル(dB)
室

125 Hz 250 Hz 500 Hz 1000 Hz 2000 Hz

A 53.1 62.3 59.8 53.1 37.4

B 55.7 53.8 55.6 48.2 35.9

B’ 55.3 54.1 55.3 46.0 32.2

C 46.6 54.2 60.5 49.9 34.8

その他の参考事項

受音点 5点間の測定値のばらつきが大きくなる室があり、受音室内の吸音力が低いと考

えられたため、全ての受音室でグラスウールを設置するとともに、他の測定点に比べ大

きく変化する受音点があった場合、測定点を移動させ再測定を行った。
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７ 研究事業の成果と展望

７．１ 研究事業の成果

国産スギ材を活用した数種類の積層パネルが試作され、これらに対する曲げ試験の結

果、予想された性能が得られた。ヤング係数に劣る国産スギ材を用いた場合でも、積層

方法の工夫により、外材によるクロスラミナパネルと同等程度の曲げ性能を確保できる

ことが示された。研究目的である「国産スギ材による積層パネル断面の効率化」は達成

されたと言える。

試作された積層パネルの応用方法として、非戸建住宅への応用を念頭に置いた数種の床

構法が提案され、その衝撃音遮断性能が測定された。測定の結果、従来の木造住宅の床

を大きく上回る遮断性能が観測されたが、集合住宅などの要求レベルは未達であった。

しかし、特定の周波数帯に対してのみ遮断性能が不足していることが判明し、その部分

を改善するという実現性のある目標が示された。研究目的「同積層パネルの非戸建住宅

用床への応用方法の確立」に対しては、未達ではあるが肯定的な結果が得られたと言え

る。

衝撃音遮断性能用の試験体を兼ねて、実際の建物を想定した実大試験体を施工し、これ

を公開した。日本国内では未だ例のない構法であるため、部分的であれその実物を公開

したことは、今後期待される積層パネルの国内導入に寄与する成果と言える。

欧州で既に製品化され、日本でも検討課題となっている積層パネルであるが、国内での

試作例が少ない中で、本研究が得たデータは将来的な国産積層パネル実現にとって有用

性が高いものである。

実験結果 HP URL：http://www.woodist.co.jp/
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７．２ 今後の展望

積層パネルの構造的な性能については予見通りの結果が得られ、欧州製積層パネルに対

して十分な競争力を持つ国産積層パネルが可能であるとの見通しが得られた。本事業で

は、試作とその曲げ性能値の把握にとどまったが、今後はせん断性能、寸法安定性など

の基礎データの収集も必要かと考える。同時にサイズの規格化やコスト、接合について

の検討も行い、早期実用化に向けた取り組みを行って参りたい。

一方、このような国産積層パネルを実際に普及させるためには、パネル自体の諸性能の

検証に加え、その応用用途の開発が不可欠である。本研究で扱った床の衝撃音遮断性能

の検証は、積層パネルによる建築物の居住性能を議論する重要な応用研究である。

同検証結果からも様々な問題点が明らかになったように、建物の居住性能は多くの物理

的因子の影響を複合的に受けるものである。本研究で得られたデータは、積層パネルの

遮音床への応用を肯定すると共に諸課題も明示するものであった。その実用化のために

は、目標値が未達成となった理由の解明は言うまでもなく、断熱層や仕上げ層など、他

の影響因子も網羅したより複合的な検証が必要不可欠である。

断熱性の強化や仕上げ層の追加が遮音性能の向上に寄与するように、物理的諸因子は相

互に補完性を持ちうるものである。次期研究ではより現実的に、今回考慮しなかった諸

要素を取り込んだ形で試作棟を改善、検証し、1，2 年内には実用化技術の確立を狙う

計画である。

遮音床の非戸建住宅用途への応用を具現化し、木造建築の用途拡大に資するだけでな

く、ひいては構法を問わず S 造、RC 造にも使われる有用な建築資材としての普及を目

指したい。


